
平成29年２月３日市長決裁 

奥州市営建設工事入札参加資格者営業所実態調査要領 

（趣旨） 

第１条 この要領は、市営建設工事において、不適格業者の入札参加を防止し、適正な入札

及び契約事務を推進するため、奥州市営建設工事請負資格者名簿（以下「名簿」という。

）への登載に当たり行う審査に必要な営業所（建設業法（昭和24年法律第100号）第３条

第１項に規定する営業所をいう。以下同じ。）の実態調査（以下「調査」という。）に関

し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 市内本社 次のいずれにも該当する営業所（当該営業所が複数あるときは、従業者数

が最大であり、かつ、経営事項審査における技術職員数が最大である営業所に限る。）

をいう。 

ア 経営業務の管理責任者を置くものであること。 

イ 市内に所在地を有するものであること。 

(2) 市内営業所 市内に所在地を有する営業所をいう。 

（調査対象者） 

第３条 この要領による調査の対象者は、市営建設工事請負資格審査申請書を提出した者の

うち、市内本社を有する者又は市内営業所に対する入札、契約等に係る委任状を提出する

者（以下「調査対象者」という。）とし、市長が必要と認めるときに調査を行うものとす

る。 

（調査事項） 

第４条 調査は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。 

(1) 営業所の形態 

ア 事務所の形態 

イ 看板、標識等の有無 

ウ 什器備品等の有無 

(2) 営業活動の実態 

ア 帳簿等の有無 

イ 営業所の水道、電気、電話等公共料金の状況 

ウ 倉庫、機器等の有無 

エ 電話及びファクシミリの転送の有無 

(3) 従業者の雇用、配置等の実態 

(4) 前３号に掲げるもののほか、調査に必要な事項 

（調査方法） 

第５条 調査は、次の方法により行うものとする。 

(1) 原則として、調査対象者に予告せずに行う。 

(2) 前条に規定する事項について、営業所実態調査票（様式第１号）に基づき行う。 



(3) 複数人の職員が調査対象者の営業所を訪問し、現場確認、聴き取り等により行う。た

だし、必要があるときは関係書類等の提示又は提出を求める。 

（改善通知） 

第６条 市長は、調査の結果、名簿への登載に必要な要件を備えていないと判断し、改善を

要すると認めるときは、営業所実態調査改善通知書（様式第２号。以下「改善通知書」と

いう。）により、調査対象者に通知するものとする。 

２ 改善通知書を受けた調査対象者は、市長が指定する期限までに営業所実態調査改善報告

書（様式第３号。以下「改善報告書」という。）を提出しなければならない。ただし、指

定する期限までに改善報告書を提出できないやむを得ない理由があると認められる場合は

、市長は、別の期限を指定するものとする。 

（再調査） 

第７条 市長は、改善報告書が提出されたときは、速やかに再調査を行うものとする。ただ

し、改善報告書により改善内容が確認できる場合は、これを再調査とすることができるも

のとする。 

（入札参加の制限） 

第８条 市長は、市営建設工事の請負契約に係る指名競争入札参加者の資格及び指名等に関

する要綱（平成18年奥州市告示第71号）第11条に規定する奥州市工事請負業者資格審査委

員会の意見を聴いたうえで、次の各号のいずれかに該当する調査対象者の名簿への登載及

び入札参加を制限することができる。 

(1) 正当な理由なく調査を拒んだ者 

(2) 再調査の結果、改善期限までに改善がなされなかった者 

（監督行政庁への通知） 

第９条 市長は、調査の結果、関係法令等に違反があると認めるときは、監督行政庁に通知

するものとする。 

 

 

 

 

  



様式第１号（第５条関係） 

営業所実態調査票 

調 査 日 時     年  月  日（  ）午前・午後  時  分 

営 業 所 名  

営 業 所 の 所 在 地  

代 表 者 職 ・ 氏 名  

営
業
所
の
実
態 

事務所の形態 □専用 □兼用（□住宅 □他社（分離□有 □無）） 

看板、標識等 看板（□有 □無） 標識（□有 □無） 

什 器 備 品 等 
事務用机・椅子（□有 □無） パソコン（□有 □無） 

電話（□有 □無） ファクシミリ（□有 □無） 

営
業
活
動
の
実
態 

帳 簿 等 帳簿（□有 □無） 契約書（□有 □無） 契約印（□有 □無） 

公 共 料 金 □有（水道 電気 電話 その他（         ）） □無 

倉庫、機器等 
倉庫（□有 □無） 資材置場（□有 □無） 

自動車（□有 □無） 機器（□有 □無） 

電話・ファクシミリの転送 □有 □無 

従
業
者
の
雇
用
、
配
置
等
の
実
態 

氏  名 役 職 出勤簿等 机・ロッカー等 備  考 

  □有 □無 □有 □無  

  □有 □無 □有 □無  

  □有 □無 □有 □無  

  □有 □無 □有 □無  

  □有 □無 □有 □無  

  □有 □無 □有 □無  

  □有 □無 □有 □無  

  □有 □無 □有 □無  

  □有 □無 □有 □無  

  □有 □無 □有 □無  

  □有 □無 □有 □無  

  □有 □無 □有 □無  

  □有 □無 □有 □無  

特
記
事
項 

 

 

 

 

調 査 員 職・氏名  職・氏名  

立 会 者 職・氏名  職・氏名  

 



様式第２号（第６条関係） 

第     号  

年  月  日  

 

       様 

 

奥州市長         印  

 

 

営業所実態調査改善通知書 

    年 月 日に実施しました貴営業所の実態調査の結果、下記のとおり改善を要する

事項がありましたので、現状では（市内本社・市内営業所）として奥州市営建設工事請負資

格者名簿（以下「名簿」という。）に登載できません。 

つきましては、（市内本社・市内営業所）として名簿登載を希望する場合は、下記事項を

速やかに改善のうえ、改善の状況を、営業所実態調査改善報告書により、提出期限までに提

出してください。 

記 

１ 改善を要する事項 

項目 改善を要する内容 

  

 

２ 提出期限    年 月 日 

  



様式第３号（第６条関係） 

年  月  日  

 

奥州市長 宛 

 

事 業 所 名  

所 在 地  

代 表 者 職  

代表者氏名 ○印  

 

 

営業所実態調査改善報告書 

    年  月  日付け第   号で通知のあった事項について、下記のとおり改善

しましたので、報告します。 

記 

改善事項 

項目 改善した内容 

  

 

※ 写真、書類等改善内容が確認できるものを添付してください。 

 


